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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は中間連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２ 当社は持分法の対象となる関連会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載して

おりません。 

３ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため記

載しておりません。 

５ 中間配当制度は採用しておりません。 

６ 第142期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針 第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第140期中 第141期中 第142期中 第140期 第141期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高 (百万円) 4,581 5,728 6,554 8,677 11,886 

経常損益 (百万円) 171 437 678 338 756 

中間（当期）純損益 (百万円) 462 383 368 628 696 

持分法を適用した場合の

投資利益 
(百万円) － － － － － 

資本金 (百万円) 800 800 800 800 800 

発行済株式総数 （千株） 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 

純資産額 (百万円) 4,460 5,173 5,889 4,722 5,640 

総資産額 (百万円) 13,625 15,696 17,917 14,300 17,025 

１株当たり純資産額 （円） 278.97 323.66 368.55 295.43 352.86 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 28.90 24.00 23.06 39.30 43.58 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 2.00 3.00 

自己資本比率 （％） 32.7 33.0 32.9 33.0 33.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 356 217 150 281 300 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 2,040 △259 △143 1,909 △280 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △2,139 51 95 △1,981 △124 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(百万円) 849 810 798 801 696 

従業員数 （人） 365 355 352 361 350 

(外、平均臨時雇用者数)   (－) (－) (76) (－) (60)



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

    ２ 臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、社外工、再雇用者を含む。）は、当中間会計期

間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

従業員数 
  

352人（76人） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間会計期間のわが国経済は、企業の好業績を背景とした堅調な設備投資に加えて所得・雇用環境の改善による

個人消費の増加により、景気回復が持続し明るさが出てまいりました。しかし、アメリカ経済の減速懸念および原油

高の長期化や鉱物資源の高騰による企業収益への圧迫、ガソリンをはじめとするエネルギー価格上昇による個人消費

への影響も懸念されております。 

 内航海運業界では、船台不足や新船建造コストの大幅上昇というマイナス面はありますが、３年連続の運賃、用船

料の引き上げもあり、ようやく一部に代替建造回復の兆しが現れてまいりました。外航・近海海運業界では、船舶建

造需要は依然根強く、２サイクル機関や大型４サイクル機関の引き合いが増加いたしました。輸出関係では台湾、韓

国、ベトナム船主向けなどの貨物船、ケミカル船に引き合いが続いています。 

 当中間会計期間の業績につきましては、受注・販売の確保に努めました結果、受注高は8,009百万円（前年同期比

0.5%減）、売上高は6,554百万円（前年同期比14.4%増）となり、受注残高は7,104百万円（前年同期比39.6%増）とな

りました。 

 損益面につきましては、原材料価格の高騰による影響が調達部材全般に及んできており、製造コスト押し上げの影

響は厳しいものがありましたが、主機関販売量の回復と受注条件の改善、部品販売の増加、コストダウン、生産性の

向上などにより、営業利益は795百万円（前年同期比42.6%増）、経常利益は678百万円（前年同期比55.3%増）とな

り，中間純利益は税効果会計による税金費用の減少効果をほぼ見込めないものの、368百万円（前年同期比3.9%減）

を計上することができました。 

 主機関は東南アジア向け単体輸出の増加で、売上高は前年同期比19.4%増の4,056百万円となりました。部分品・修

理工事につきましても好調を持続し、売上高は前年同期比7.9%増の2,496百万円となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

  当中間会計期間の現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前年同期に比べ11百万円減少し、当中間会計期

間末には798百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

  当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は、150百万円（前年同期は217百万円の収入）となりまし

た。これは主に、税引前中間純利益668百万円を計上したものの、法人税等の支払が404百万円になったためでありま

す。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、143百万円（前年同期は259百万円の使用）となりまし

た。これは主に、有形固定資産の取得146百万円によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は、95百万円（前年同期は51百万円の収入）となりました。

これは主に、長期借入金の調達による収入300百万円及び返済による支出220百万円によるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は平均販売価格により示しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 最近２中間会計期間の主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は、次のとおりであります。 

なお、（ ）内は輸出販売高の総販売高に占める割合であります。 

事業区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

内燃機 6,785 20.4 

産業機械 1 △87.8 

合計 6,787 20.1 

事業区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％） 

内燃機 8,007 △0.4 7,104 39.6 

産業機械 1 △49.7 － － 

合計 8,009 △0.5 7,104 39.6 

事業区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

内燃機 6,552 14.7 

産業機械 1 △88.0 

合計 6,554 14.4 

輸出先 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

東アジア 648 27.0 1,014 33.6 

東南アジア 497 20.8 599 19.9 

ヨーロッパ 114 4.8 58 1.9 

中央アメリカ 1,087 45.5 1,316 43.6 

その他 44 1.9 29 1.0 

合計 
2,393 

（41.8％）
100.0 

3,018 

（46.1％）
100.0 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

  当社は船舶用ディーゼルエンジン、周辺機器等、製品の開発から出荷、メンテナンスまで一貫した事業活動を通

して、独自の技術力とアフターサービスを提供し、顧客の満足を得ることを基本としております。 

 現在、研究開発は技術部及び商品開発室において推進しており、研究開発のスタッフは９名であります。 

 当中間会計期間における研究開発費の総額は31百万円であります。 

 なお、研究開発の主な内容は、次のとおりであります。 

  

（1）内燃機の開発 

 小型、軽量化及び低Ｎｏⅹ、低燃費等をコンセプトに開発したＬＡシリーズ機関の新型であるＬＡ28形４サイクル

機関の性能試験を実施しております。 

 

  

 (2）低速４サイクル機関用電子制御システムの開発 

 内航船用主機関として広く採用されている低速４サイクルエンジンの燃料噴射、吸排気弁、シリンダー注油の全て

を対象とした電子制御技術を確立し、環境面及び経済面での貢献を目指しております。当事業年度は電子制御装置の

設計を終え、試作に取りかかる予定であります。 

  

 

 (3）高度船舶安全管理システムの商品化 

 陸上からの機関監視、制御により機関室の省人化を目的とする高度船舶安全管理システムの開発を前事業年度に完

了し、当事業年度は顧客へのＰＲ活動及びユーザ側での省力化検証を行います。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計期間にお

いて、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末現在
発行数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年12月22日）

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 16,000,000 16,000,000 
大阪証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 16,000,000 16,000,000 － － 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 
－ 16,000,000 － 800 － 41 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

株式会社オゾネ 神戸市中央区中町通３丁目２－15 1,011 6.32 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 790 4.93 

木下 清子 明石市東人丸町 687 4.29 

木下 和彦 神戸市垂水区 542 3.38 

株式会社アンダーウッド 明石市東人丸町30－17 500 3.12 

阪神ディーゼル取引先持株会 神戸市中央区海岸通８ 477 2.98 

京阪神興業株式会社 神戸市中央区浪花町15 450 2.81 

阪神内燃機工業従業員持株会 明石市貴崎５丁目８－70 417 2.60 

株式会社ノザワ 神戸市中央区浪花町15 350 2.18 

虹技株式会社 姫路市大津区勘兵衛町4丁目1 312 1.95 

合計 － 5,537 34.60 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   20,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,845,000 15,845 － 

単元未満株式 普通株式  135,000 － １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数      16,000,000 － － 

総株主の議決権 － 15,845 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

（自己保有株式） 

阪神内燃機工業株式会社 
神戸市中央区海岸通８ 20,000 － 20,000 0.13 

合計 － 20,000 － 20,000 0.13 

月別 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 435 430 391 370 410 430 

最低（円） 405 374 300 293 338 381 



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の中間財務諸表については、中央青山監査法人により中間監査を受け、また、当中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日付をもって名称をみすず監査法人に変更しております。 

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   860   798 696   

受取手形 ※2,5 1,675   2,157 1,905   

売掛金   2,294   2,944 2,839   

棚卸資産   2,703   3,538 2,997   

その他   231   368 376   

貸倒引当金   △129   △266 △205   

流動資産合計     7,634 48.6 9,541 53.3   8,609 50.6

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※1,2         

建物   659   633 642   

機械及び装置   626   696 663   

土地   5,089   5,089 5,089   

その他   288   298 279   

計   6,663     6,716     6,673     

無形固定資産   18   22 24   

投資その他の資産           

投資有価証券 ※２ 1,047   1,191 1,309   

その他   383   482 454   

貸倒引当金   △50   △37 △47   

計   1,380     1,636     1,717     

固定資産合計     8,061 51.4 8,375 46.7   8,415 49.4

資産合計     15,696 100.0 17,917 100.0   17,025 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形 ※５ 1,255   1,719 1,409   

買掛金   1,275   1,631 1,469   

短期借入金 ※２ 743   712 588   

前受金   635   935 835   

賞与引当金   186   211 191   

製品保証等引当金   23   13 29   

その他 ※３ 794   1,105 1,159   

流動負債合計     4,914 31.3 6,329 35.3   5,682 33.4

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 ※２ 2,472   2,504 2,484   

再評価に係る繰延税
金負債 

  1,986   1,986 1,986   

退職給付引当金   720   854 797   

役員退職引当金   60   64 65   

その他   368   289 369   

固定負債合計     5,608 35.7 5,698 31.8   5,703 33.5

負債合計     10,523 67.0 12,027 67.1   11,385 66.9

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     800 5.1 － －   800 4.7

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   41   － 41   

資本剰余金合計     41 0.3 － －   41 0.2

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金   27   － 27   

任意積立金           

固定資産圧縮積立
金 

  117   － 117   

中間（当期）未処分
利益 

  920   － 1,233   

利益剰余金合計     1,065 6.8 － －   1,378 8.1

Ⅳ 土地再評価差額金     2,858 18.2 － －   2,858 16.8

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    409 2.6 － －   563 3.3

Ⅵ 自己株式     △1 △0.0 － －   △1 △0.0

資本合計     5,173 33.0 － －   5,640 33.1

負債・資本合計     15,696 100.0 － －   17,025 100.0 

            

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

 資本金     － －   800 4.5   － － 

 資本剰余金                     

 資本準備金   －     41     －     

資本剰余金合計     － －   41 0.2   － － 

 利益剰余金                     

 利益準備金   －     32     －     

 その他利益剰余金                     

固定資産圧縮積
立金 

  －     91     －     

別途積立金   －     600     －     

繰越利益剰余金   －     975     －     

利益剰余金合計     － －   1,699 9.5   － － 

 自己株式     － －   △3 △0.0   － － 

株主資本合計     － －   2,537 14.2   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

  その他有価証券評価
差額金 

    － －   495 2.8   － － 

 繰延ヘッジ損益     － －   △2 △0.0   － － 

 土地再評価差額金     － －   2,858 15.9   － － 

評価・換算差額等合
計 

    － －   3,351 18.7   － － 

純資産合計     － －   5,889 32.9   － － 

負債・純資産合計     － －   17,917 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,728 100.0 6,554 100.0   11,886 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,203 73.4 4,604 70.2   8,887 74.8

売上総利益     1,524 26.6 1,950 29.8   2,999 25.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    967 16.9 1,155 17.7   2,019 17.0

営業利益     557 9.7 795 12.1   979 8.2

Ⅳ 営業外収益 ※１   10 0.2 13 0.2   31 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２   131 2.3 130 1.9   255 2.1

経常利益     437 7.6 678 10.4   756 6.4

Ⅵ 特別利益     － － － －   2 0.0

Ⅶ 特別損失     8 0.1 10 0.2   9 0.1

税引前中間（当
期）純利益 

    428 7.5 668 10.2   748 6.3

法人税、住民税及
び事業税 

  218   319 462   

法人税等調整額   △172 45 0.8 △18 300 4.6 △409 52 0.4

中間（当期）純利
益 

    383 6.7 368 5.6   696 5.9

前期繰越利益     536 －   536 

中間（当期）未処
分利益 

    920 －   1,233 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）１．平成18年６月の定時株主総会における利益処分による任意積立金取崩項目は次のとおりであります。 

任意積立金取崩額 

１．固定資産圧縮積立金取崩額     20百万円 

２．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目は次のとおりであります。 

利益処分額 

１．利益準備金             5百万円 

２．利益配当金             47百万円 

３．任意積立金             

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余
金合計 固定資産

圧縮積立
金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日残高（百万円) 800 41 41 27 117 － 1,233 1,378 △1 2,218 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当（百万円） 
（注）２． 

      5     △52 △47   △47 

圧縮積立金の取崩（百万円） 
（注）１. 

        △26   26 －   － 

別途積立金の積立（百万円） 
（注）２. 

          600 △600 －   － 

中間純利益（百万円）             368 368   368 

自己株式の取得（百万円）                 △1 △1 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 
（百万円） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － 5 △26 600 △257 320 △1 319 

平成18年9月30日残高（百万円) 800 41 41 32 91 600 975 1,699 △3 2,537 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年3月31日残高（百万円) 563 － 2,858 3,421 5,640 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円） 
（注）２． 

        △47 

圧縮積立金の取崩（百万円） 
（注）１. 

        － 

別途積立金の積立（百万円） 
（注）２. 

        － 

中間純利益（百万円）         368 

自己株式の取得（百万円）         △1 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 
（百万円） 

△67 △2 － △69 △69 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△67 △2 － △69 249 

平成18年9月30日残高（百万円) 495 △2 2,858 3,351 5,889 

（1）別途積立金    600百万円 

合計    652百万円 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャ 
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）純
利益 

  428 668 748

減価償却費   93 102 191

賞与引当金の増加額   54 20 59

退職給付引当金の増加
額（△減少額） 

  △37 13 △46

役員退職引当金の増加
額（△減少額） 

  △4 △1 0

貸倒引当金の増加額   6 36 71

受取利息及び受取配当
金 

  △1 △4 △11

支払利息   37 38 74

有形固定資産売却益   △0 － △2

有形固定資産廃却損   8 10 9

売上債権の増加額   △810 △231 △1,374

棚卸資産の増加額   △235 △540 △530

仕入債務の増加額   725 472 1,072

その他   107 △2 289

小計   370 581 551

利息及び配当金の受取
額 

  7 10 9

利息の支払額   △37 △37 △75

法人税等の支払額   △123 △404 △184

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  217 150 300

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャ 
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入による
支出 

  △50 － －

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △209 △146 △289

有形固定資産の売却に
よる収入 

  0 0 5

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △1 － △8

無形固定資産の売却に
よる収入 

  5 － 5

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △1 △1 △2

その他   △2 4 9

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △259 △143 △280

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額   41 65 △139

長期借入金の借入によ
る収入 

  200 300 500

長期借入金の返済によ
る支出 

  △189 △220 △453

配当金の支払額   － △47 △31

その他   △0 △1 △0

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  51 95 △124

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  8 102 △105

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  801 696 801

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  810 798 696

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

の方法 

(1）棚卸資産 

製品・仕掛品 

 個別法（一部総平均法）に基

づく原価法 

(1）棚卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

(1）棚卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

  原材料・貯蔵品 

 総平均法に基づく原価法 

原材料・貯蔵品 

同左 

原材料・貯蔵品 

同左 

  (2）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間期末前１ヶ月の市場価

格等の平均に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(2）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間期末前１ヶ月の市場価

格等の平均に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(2）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末前１ヶ月の市場価格等

の平均に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (3）デリバティブ 

 時価法 

(3）デリバティブ 

同左 

(3）デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 建物（附属設備を含む）は定

額法、建物以外は定率法によっ

ております。 

 なお取得価額が10万円以上20

万円未満の資産については、法

人税法の規定に基づく３年均等

償却によっております。 

 主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物 ７～60年

機械装置及び 

車両運搬具 
２～11年

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見

込利用可能期間（５年）による

定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に充てる

ため、支給見込額基準に基づき

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）製品保証等引当金 

 売上製品の保証等の費用に充

てるため、売上高に対する過去

の実績比率に基づき計上してお

ります。 

(3）製品保証等引当金 

同左 

(3）製品保証等引当金 

同左 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,634百万円）は、10年によ

る均等額を営業外費用として処

理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,634 百万円）は、10年によ

る均等額を営業外費用として処

理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

  (5）役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職引当金 

同左 

(5）役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 金利スワップ 

ヘッジ対象 

 資金調達に係る金利変動リス

ク 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 市場リスク管理方針に基づ

き、借入金金利変動リスクをヘ

ッジする手段として金利スワッ

プ取引を取り扱うことにしてお

ります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 借入金の支払利息にかかわる

金利変動額と金利スワップ取引

の金利変動額との累計を比率分

析により測定し、有効性の評価

を行います。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

６ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

７ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。  

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）  

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は5,891百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。  

────── 

────── （役員賞与に関する会計基準）  

当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。  

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 
8,434百万円 8,460百万円 8,461百万円 

※２ 担保に供している資産       

受取手形 60百万円 ――――― 54百万円 

有形固定資産 

（工場財団） 
5,498百万円 5,504百万円 5,488百万円 

投資有価証券 910百万円 1,042百万円 1,148百万円 

   上記資産に対応する債務は短期

借入金300百万円及び長期借入金

（１年以内返済の長期借入金を含

む）2,791百万円であります。 

 この内短期借入金200百万円及

び長期借入金（１年以内返済の長

期借入金を含む）2,007百万円は

工場財団抵当に対応する借入金で

あります。 

 上記資産に対応する債務は短期

借入金225百万円及び長期借入金

（１年以内返済の長期借入金を含

む）2,920百万円であります。 

 この内短期借入金225百万円及

び長期借入金（１年以内返済の長

期借入金を含む）2,198百万円は

工場財団抵当に対応する借入金で

あります。 

 上記資産に対応する債務は短期

借入金120百万円及び長期借入金

（１年以内返済の長期借入金を含

む）2,834 百万円であります。 

 この内短期借入金120百万円及び

長期借入金（１年以内返済の長期

借入金を含む）1,986 百万円は工

場財団抵当に対応する借入金であ

ります。 

※３ 消費税等の表示方法  「仮払消費税等」と「仮受消費

税等」とを相殺し、差額の「未払

消費税等」41百万円は流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

 「仮払消費税等」と「仮受消費

税等」とを相殺し、差額の「未払

消費税等」19百万円は流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

――――― 

 ４ 受取手形割引高 514百万円 ――――― 300百万円 

※５ 中間期末日満期手形 ―――――  中間期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって

決済処理しております。なお、当

中間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含ま

れております。  

受取手形   223百万円 

支払手形   198百万円 

――――― 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至  平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,799株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要

なもの 

      

受取利息 0百万円 0百万円 1百万円 

受取配当金 1百万円 3百万円 9百万円 

研究開発補助金 1百万円 －百万円 4百万円 

※２ 営業外費用のうち主要

なもの 

      

支払利息 37百万円 38百万円 74百万円 

退職給付費用 81百万円 81百万円 163百万円 

 ３ 減価償却実施額       

有形固定資産 92百万円 99百万円 189百万円 

無形固定資産 1百万円 2百万円 1百万円 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少

株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

 発行済株式     

   普通株式  16,000,000 － － 16,000,000 

合計 16,000,000 － － 16,000,000 

 自己株式         

   普通株式 （注） 16,269 3,799 － 20,068 

合計 16,269 3,799 － 20,068 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 47 3.0 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

平成17年９月30日現在 平成18年９月30日現在 平成18年３月31日現在 

現金及び預金勘定 860百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△50百万円

現金及び現金同等物 810百万円

現金及び預金勘定 798百万円

現金及び現金同等物 798百万円

現金及び預金勘定 696百万円

現金及び現金同等物 696百万円



（リース取引関係） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械及
び装置 

4 3 0 

車両及
びその
他の陸
上運搬
具 

6 5 0 

工具・
器具及
び備品 

134 51 82 

合計 145 60 84 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械及
び装置 

－ － －

車両及
びその
他の陸
上運搬
具 

－ － －

工具・
器具及
び備品 

117 59 57

合計 117 59 57

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

4 3 0

車両及
びその
他の陸
上運搬
具 

－ － －

工具・
器具及
び備品 

128 58 69

合計 132 61 70

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）      同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 ２ 未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 27百万円

１年超 57百万円

合計 84百万円

１年内 22百万円

１年超 34百万円

合計 57百万円

１年内 24百万円

１年超 45百万円

合計 70百万円

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

３ 支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 17百万円

３ 支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12百万円

３ 支払リース料 31百万円

減価償却費相当額 31百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法は、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

４        同左 ４        同左 

    (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

 (減損損失について) 

         同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

 （注） 株式等の減損に当たっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当中間会計期間末における時価が取

得原価の50％以下に下落したときに減損処理を行っております。 

また、回復可能性があると認められる場合を除き、過去一定期間における時価と取得原価との乖離状況等保有

有価証券の時価水準を把握するとともに、発行体の財務内容の悪化状況の検討等により、総合的に判断して減

損処理を行っております。 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

 （注） 株式等の減損に当たっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当中間会計期間末における時価が取

得原価の50％以下に下落したときに減損処理を行っております。 

また、回復可能性があると認められる場合を除き、過去一定期間における時価と取得原価との乖離状況等保有

有価証券の時価水準を把握するとともに、発行体の財務内容の悪化状況の検討等により、総合的に判断して減

損処理を行っております。 

有価証券の種類 
取得原価 
（百万円） 

中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株式 301 995 694 

その他 ――― ――― ――― 

合計 301 995 694 

区分 有価証券の種類 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券 非上場株式（店頭売買株式を除く） 51 

  債券 10 

有価証券の種類 
取得原価 
（百万円） 

中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株式 304 1,139 835 

その他  ―――  ――― ―――  

合計 304 1,139 835 

区分 有価証券の種類 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券 非上場株式 51 
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前事業年度末（平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

 （注） 株式等の減損に当たっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当事業年度末における時価が取得原

価の50％以下に下落したときに減損処理を行っております。 

また、回復可能性があると認められる場合を除き、過去一定期間における時価と取得原価との乖離状況等保有

有価証券の時価水準を把握するとともに、発行体の財務内容の悪化状況の検討等により、総合的に判断して減

損処理を行っております。 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

有価証券の種類 
取得原価 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株式 302 1,257 954 

その他 ――― ――― ――― 

合計 302 1,257 954 

区分 有価証券の種類 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

その他有価証券 非上場株式（店頭売買株式を除く） 51 
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前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社のデリバティブ取引には、ヘッ

ジ会計を適用しているので、該当事

項はありません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 同左 同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 323円66銭

１株当たり中間純利益 24円00銭

１株当たり純資産額 368円55銭

１株当たり中間純利益 23円06銭

１株当たり純資産額 352円86銭

１株当たり当期純利益 43円58銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

（追加情報）  

  「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）が平成18年１月

31日付で改正されたことに伴い、当

中間会計期間から繰延ヘッジ損益

（税効果調整後）の金額を普通株式

に係る中間期末の純資産額に含めて

おります。 

 なお、前事業年度末において採用

していた方法により算定した当中間

会計期間末の１株当たり純資産額

は、368.70円であります。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純

利益 
(百万円) 383 368 696 

普通株主に帰属

しない金額 
(百万円) － － － 

普通株式に係る

中間（当期）純

利益 

(百万円) 383 368 696 

普通株式の期中

平均株式数 
（千株） 15,983 15,982 15,983 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第141期） 

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日
  
平成18年６月29日 

近畿財務局長に提出 
  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

阪 神 内 燃 機 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている阪神内燃機工業株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１４１期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、阪神内

燃機工業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 田 拓 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 津 景 豊 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２２日

阪 神 内 燃 機 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている阪神内燃機工業株式

会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１４２期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８

年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、阪神内

燃機工業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成

１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤 田 侚 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 植 田 益 司 
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